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584億4,012万1,184円
一般会計
歳　入

決算概要
　134億8,950万2,506円
市民の皆様などから納付された税金
「入湯税」と「都市計画税」は、使い道が決められている「目的
税」です。
入湯税（2,828万6,550円）は、観光施設の整備、観光振興等
のために使われています。
都市計画税（6億9,188万5,982円）は、都市計画事業（道路や
公園、街路、公共下水道事業などのまちづくり）のために使われ
ています。

　36億64万1,066円
地方譲与税、地方消費税交付金などの各種交付金

23.0%

7.4%

5.6%
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22.8%

21.7%

6.2%

9.2%

　43億3,966万7,690円
他の収入科目に区分されない収入をまとめたもの

　53億7,610万円
学校建設などに当たり、国や金融機関から借りたお金
市では、返済に当たり、国が面倒を見てくれる割合の高い市債を
借り入れています。

　126億8,925万7,062円
市の事業に対し、国や県から交付された補助金など

　23億2,441万9,352円
分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、寄附金、繰入金

　32億5,535万6,508円
前年度から繰り越したお金

　133億6,517万7,000円
市区町村の財源の不均衡を調整するため、それぞれの財政状況に
応じて交付されるお金

　令和５年佐久市議会第３回定例会において、令和４年度の決
算が認定されましたので、その概要をお知らせします。
　一般会計の歳入歳出差引額（14億966万5,671円）から、
令和４年度から令和５年度に繰り越した事業に充当すべき財源
（２億9,572万6,256円）を差し引いた額（実質収支額）
は、11億1,393万9,415円となりました。
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その他（自主財源分）

繰越金

令和４年度末一般会計の
基金および市債現在高
〈基金〉（定額運用基金を除く）

　340億248万8千円
〈市債〉
461億3,990万7,525円

消防費
農林水産業費

災害復旧費

民生費

教育費

土木費

公債費

総務費

商工費

衛生費

その他

161億1,561万4,043円（16万4,531円）
高齢者・障がい者・児童福祉や生活保護などに使ったお金

570億3,045万5,513円
（市民一人当たり：58万2,246円）

一般会計
歳　出

※市民一人当たりの金額は、令和５年３月31日現在の人口97,949人で算出しています。
　（　）内が市民一人当たりの金額を表しています。

11億4,375万1,066円（1万1,677円）
消防団の運営、消防・救急活動などに使ったお金

11億238万3,035円（1万1,255円）
農林水産業の振興や土地改良などに使ったお金

12億4,343万4,553円（1万2,695円）
公共土木施設や農林業施設などの災害復旧に使ったお金

42億2,340万5,081円（4万3,118円）
ごみ処理や環境保全、市民の健康増進や医療事業などに使ったお金

3億4,813万9,883円（3,554円）
議会運営、雇用や労働者支援などに使ったお金

43億1,059万9,239円（4万4,009円）
商工業の振興や観光事業などに使ったお金

58億5,895万5,918円（5万9,816円）
人事・財産管理、企画や選挙、戸籍・住民票事務などに使ったお金

65億9,459万4,310円（6万7,327円）
道路・公園などの整備や管理などに使ったお金

60億1,999万6,546円（6万1,461円）
市債（借入金）の元金・利子の償還（繰上償還含む）に使ったお金

100億6,958万1,839円（10万2,804円）
小・中学校建設や管理運営、文化・スポーツの振興などに使ったお金
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10.2%

7.6%

7.4%
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1.9%
2.0%
0.6%

一般会計・特別会計・公営企業会計
令和４年度
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（市民一人当たり：58万2,246円）

一般会計
歳　出

※市民一人当たりの金額は、令和５年３月31日現在の人口97,949人で算出しています。
　（　）内が市民一人当たりの金額を表しています。

11億4,375万1,066円（1万1,677円）
消防団の運営、消防・救急活動などに使ったお金

11億238万3,035円（1万1,255円）
農林水産業の振興や土地改良などに使ったお金

12億4,343万4,553円（1万2,695円）
公共土木施設や農林業施設などの災害復旧に使ったお金

42億2,340万5,081円（4万3,118円）
ごみ処理や環境保全、市民の健康増進や医療事業などに使ったお金

3億4,813万9,883円（3,554円）
議会運営、雇用や労働者支援などに使ったお金

43億1,059万9,239円（4万4,009円）
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一般会計・特別会計・公営企業会計
令和４年度



4

収　　入 支　　出（１年間当たり） （１年間当たり）

給料（市民税・固定資産税などの
市税（135万円）・地方交付税（133万円））
アパートや不動産等貸付収入
（市施設の使用料、財産収入など）
親からの資金援助
（国・県からの補助金など）
家の増改築等ローンの借り入れ
（市債）
預貯金の引き出し
（基金からの繰入金など）
前年からの繰越金
（前年度繰越金）
合　計

食費
（職員や議員の給料などの人件費）
光熱水費や日用品の購入費
（光熱費や消耗品購入などの物件費）
車や家電の修理費
（市が管理する施設などの維持補修費）
医療費
（福祉医療や生活保護などの扶助費）
町内会費や親戚・友人への支援
（補助費・投資及び出資金・貸付金）
家の増改築費
（道路や学校建設などの投資的経費）
子どもへの仕送り
（国民健康保険など他会計への繰出金）
住宅・自動車などのローン返済
（市債を返還する公債費）
預貯金
（基金への積立金）
合　計

71万円 

65万円  

7万円 

83万円 

103万円 

130万円 

37万円 

60万円 

15万円 

571万円 

268万円 

62万円  

163万円 

54万円 

5万円 

32万円 

 584万円

預貯金等の状況
預貯金（基金残高）

ローン残高（市債残高）
うち、親からの援助
（地方交付税算入分の約78％）

差引本人負担額
（市債残高の約22％）

340万円

461万円
 

360万円

101万円

収入と支出の
差引残高
（翌年度への繰越金）

14万円

佐久市の一般会計決算額を家計に置き換えてみました。
一般会計決算額を１万分の１にして、１年間の家計の収支に置き換えると、次のようになります。

財政健全化判断比率４指標

資金不足比率

財政力指数

　地方公共団体の財政に力があるかどうかを表す指標です。この数値が高いほ
ど財政力が強く、1.0を上回れば普通交付税の交付を受けません。
　近年は数値が低い傾向にありますが、これは主に合併特例事業債などの交付
税措置率の高い市債を活用し、都市のまちづくり等を積極的に推進してきたこ
とにより、普通交付税の算定に係る基準財政需要額が増加しているためです。
〈財政力指数〉＝〈基準財政収入額〉÷〈基準財政需要額〉（３か年平均）

経常収支比率

　地方公共団体の財政の弾力性
（ゆとり）を見るための指標です。
この数値が低いほど、財政にゆと
りがあり、様々な状況の変化に柔
軟な対応が出来ることを示してい
ます。

財政指標で見る佐久市の財政状況
　地方公共団体の財政の弾力性（ゆとり）を判断する『経常収支比率』、財政力を示す『財政力指数』、地方公共団体
の財政が「健全」、「要注意」のいずれの状態にあるのかを判断できる『財政健全化判断比率４指標（実質赤字比率・
連結実質赤字比率・実質公債費比率・将来負担比率）』および『資金不足比率』は、次のとおりとなっています。
　なお、令和４年度決算に基づく市の『財政健全化判断比率』は、４つの指標いずれも早期健全化基準を超えない「健
全な状態」を維持しています。

※実質赤字比率・連結実質赤字比率は、算定の基礎となる赤字がなかったこと、将来負担比率は、将来負担額よりも基
　金などの充当できる資金が上回ったことから数値はありません。
※早期健全化基準とは、国が示す「要注意状態」を判断するための基準で、この基準を超えると財政健全化のための計
　画を策定し、立て直しに取り組む必要があります。

実質赤字比率
　一般会計等の１年間の収
入に対する赤字の割合を示
すものです。
　この比率が高くなるほど、
赤字の程度が大きいという
ことになります。

連結実質赤字比率
　公営企業会計を含む全て
の会計の１年間の収入に対
する赤字の割合を示してお
り、市全体の赤字の程度を
表します。

実質公債費比率
　市のその年に返済しなけ
ればならない借金の、収入
規模に対する割合を示すも
のです。
　市は後年度に交付税算入
（約78％）がある有利な起
債を活用しているため、実
質的な公債費の比率は低く
抑えられています。

将来負担比率
　市の一般会計等が将来返
済する借金から貯金を差し
引いた額の、収入規模に対
する割合を示すものです。
　この比率が大きいほど、
将来の市の財政を圧迫する
と見込まれます。

82.1％県内19市中
１位

0.506 県内19市中
15位

赤字なし

（県内全市赤字なし）
R3 赤字なし

早期健全化基準
11.87％ 

赤字なし

（県内全市赤字なし）
R3 赤字なし

早期健全化基準
16.87％ 

0.7％
　

（県内19市中１位）
R3 0.2％

早期健全化基準
25.0％

数値なし

（県内８市数値なし）
R3 数値なし

早期健全化基準
350.0％

　資金不足額を公営企業の事業規模である
料金収入の規模と比較して指標化したもの
です。
　この比率が高いほど、料金収入に対する
資金の不足額が大きいことになり、料金収
入だけで資金不足を解消するのが難しく、
経営に問題があることになります。

資金不足なし資金不足なし

国保浅間総合病院
事業会計

下水道事業会計

（R3　78.6%） （R3　0.508）

会　計　名 歳入決算額 歳出決算額 翌年度へ繰り 
越すべき財源 実質収支額

国 民 健 康
保 険 会 計

事 業 勘 定 9,994,772,927 9,871,609,157 0 123,163,770

浅 科 診 療 所
勘 定 23,644,825 22,556,239 0 1,088,586

介 護 保 険 会 計 10,129,010,555 10,069,556,903 0 59,453,652

障害者支援施設臼田学園会計 196,700,627 193,510,721 0 3,189,906

後 期 高 齢 者 医 療 会 計 1,310,899,230 1,305,616,679 0 5,282,551

奨 学 資 金 会 計 56,680,237 53,945,376 0 2,734,861

環 境 エ ネ ル ギ ー 事 業 会 計 193,935,806 193,887,590 0 48,216

工業用地取得造成事業会計 26,392,545 26,314,000 0 78,545

茂 田 井 財 産 区 会 計 2,080,408 1,945,352 0 135,056

合　　　　計 21,934,117,160 21,738,942,017 0 195,175,143

特別会計決算総括表
公営企業会計決算総括表

（単位：円） （単位：円）

（単位：円）

国保浅間総合病院事業会計

下水道事業会計

収益的収支 資本的収支

収入決算額 
（消費税込） 7,980,279,313 622,544,000

支出決算額 
(消費税込) 8,164,223,518 863,608,624

当年度純利益 
（消費税抜き） △ 274,469,990

当年度未処理欠損金 
（消費税抜き） 1,997,381,792

収益的収支 資本的収支

収入決算額 
（消費税込） 3,475,391,437 1,747,140,977

支出決算額 
(消費税込) 3,211,271,328 2,837,598,515

当年度純利益 
（消費税抜き） 218,250,431

当年度未処分
利益剰余金

（消費税抜き）
704,028,300
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財政健全化判断比率４指標

資金不足比率

財政力指数

　地方公共団体の財政に力があるかどうかを表す指標です。この数値が高いほ
ど財政力が強く、1.0を上回れば普通交付税の交付を受けません。
　近年は数値が低い傾向にありますが、これは主に合併特例事業債などの交付
税措置率の高い市債を活用し、都市のまちづくり等を積極的に推進してきたこ
とにより、普通交付税の算定に係る基準財政需要額が増加しているためです。
〈財政力指数〉＝〈基準財政収入額〉÷〈基準財政需要額〉（３か年平均）

経常収支比率

　地方公共団体の財政の弾力性
（ゆとり）を見るための指標です。
この数値が低いほど、財政にゆと
りがあり、様々な状況の変化に柔
軟な対応が出来ることを示してい
ます。

財政指標で見る佐久市の財政状況
　地方公共団体の財政の弾力性（ゆとり）を判断する『経常収支比率』、財政力を示す『財政力指数』、地方公共団体
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全な状態」を維持しています。
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　一般会計等の１年間の収
入に対する赤字の割合を示
すものです。
　この比率が高くなるほど、
赤字の程度が大きいという
ことになります。
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　公営企業会計を含む全て
の会計の１年間の収入に対
する赤字の割合を示してお
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表します。
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のです。
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債を活用しているため、実
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350.0％

　資金不足額を公営企業の事業規模である
料金収入の規模と比較して指標化したもの
です。
　この比率が高いほど、料金収入に対する
資金の不足額が大きいことになり、料金収
入だけで資金不足を解消するのが難しく、
経営に問題があることになります。

資金不足なし資金不足なし

国保浅間総合病院
事業会計

下水道事業会計

（R3　78.6%） （R3　0.508）


